
 
 

 

清算参加者の自己ポジションに係る承継制度等の導入に係る 

金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書等の一部改正について 

 

Ⅰ．改正趣旨 

当社の金利スワップ取引清算業務において、清算参加者の利便性を向上すべく、清算参

加者自己分のポジションの全部又は一部について、清算委託者（当該清算参加者に対して

有価証券等清算取次ぎを委託している清算委託者であって、当該清算参加者と同一の企業

集団に含まれる者に限る。以下同じ。）又は他の清算参加者へ移すことを可能とするため、

金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書等について、別紙のとおり所要の改正を行

う。 

 

Ⅱ．改正概要 

１．清算参加者の清算約定（自己分）に係る承継及び移管 

（１）清算参加者から他の清算参加者への清算約定（自己分）の承

継 

  ・清算参加者は、清算約定（自己分）の全部又は一部について、

他の清算参加者に対して承継させることを可能とする。 

  ・承継を受けた清算参加者は、当該承継に係る清算約定（自己

分）について、当該承継と同日に清算委託者へ移管すること

も可能とする。 

 

 

 

（２）清算参加者から清算委託者への清算約定（自己分）の移管 

  ・清算参加者は、清算約定（自己分）の全部又は一部について、

清算委託者に対して移管することを可能とする。 

 

２．その他 

  ・その他、所要の改正を行うものとする。 

（備  考） 

 

 

 

・ 金利スワップ取引清算業

務に関する業務方法書

（以下「業務方法書」と

いう。）第５３条の３、第

５３条の４、金利スワッ

プ取引清算業務に関する

業務方法書の取扱い第３

０条の３、第３０条の４ 

 

・ 業務方法書第５８条の

６、第５８条の７、金利

スワップ清算受託契約書

第２８条の６の２ 

 

Ⅲ．施行日 

２０１５年１０月１９日から施行する。ただし、清算参加者から清算委託者への清算約定

（自己分）の移管に関する規定は、当社が定める日から施行する。 

 

以   上 
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金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（定義） （定義） 

第２条 本業務方法書等において使用する用語

は、金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）

及びＩＳＤＡ定義集において使用される用語の

例によるほか、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

第２条 本業務方法書等において使用する用語

は、金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）

及びＩＳＤＡ定義集において使用される用語の

例によるほか、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１） 「移管」とは、次に掲げるいずれかの

ことをいう。 

ａ 第５８条の５第４項の規定により、移管

元清算委託者（第５８条の４第１項に規定

する移管元清算委託者をいう。以下本号に

おいて同じ。）及び受託清算参加者の間の

清算委託取引を将来に向かって消滅させる

こと。 

ｂ 第５８条の５第４項の規定により、移管

元清算委託者及び受託清算参加者の間の清

算委託取引を将来に向かって消滅させると

同時に、移管先清算委託者（第５８条の４

第１項に規定する移管先清算委託者をい

う。以下本号において同じ。）及び当該受

託清算参加者の間に当該清算委託取引と同

一内容の新たな法律関係を成立させるこ

と。 

ｃ 第５８条の７第４項の規定により、受託

清算参加者及び移管先清算委託者の間に当

社及び受託清算参加者の間の清算約定（自

己分）と同一の経済的効果を有する新たな

法律関係を成立させること。 

（新設） 

（１）の２ 「委託当初証拠金」とは、受託清

算参加者が、清算委託者の同意を得て、清算

委託者から交付を受けた金銭（日本円に限

る。）又は代用有価証券を第６１条第１項第

（１） 「委託当初証拠金」とは、受託清算参

加者が、清算委託者の同意を得て、清算委託

者から交付を受けた金銭（日本円に限る。）

又は代用有価証券を第６１条第１項第２号に
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２号に掲げる当該清算委託者の債務を担保す

る目的で自ら保管する場合における当該金銭

又は代用有価証券をいう。 

掲げる当該清算委託者の債務を担保する目的

で自ら保管する場合における当該金銭又は代

用有価証券をいう。 

（２）～（２４） （略） （２）～（２４） （略） 

（２４）の２ 「承継」とは、第５３条の４第

４項の規定により、当社及び承継清算参加者

の間で清算約定（自己分）に係る権利義務を

新たに発生させるとともに、それに伴う金銭

の授受及び権利義務の処理を行うこと又は第

５８条の３第４項若しくは第９４条第６項の

規定により、当社、承継清算参加者及び清算

委託者の間で清算約定（委託分）及び清算委

託取引に係る権利義務を新たに発生させると

ともに、それに伴う金銭の授受及び権利義務

の処理を行うことをいう。 

（２４）の２ 「承継」とは、本業務方法書等

の規定により、当社、承継清算参加者及び清

算委託者の間で清算約定（委託分）及び清算

委託取引に係る権利義務を新たに発生させる

とともに、それに伴う金銭の授受及び権利義

務の処理を行うことをいう。 

（２４）の３～（７３） （略） （２４）の３～（７３） （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

（清算参加者の清算約定（自己分）の承継の申込

み） 

 

第５３条の３ 清算参加者は、当該清算参加者と

当社の間で成立している清算約定（自己分）の

全部又は一部について、本条及び次条に規定す

るところにより、承継清算参加者に承継させる

ことができる。 

（新設） 

２ 清算参加者は、前項の規定により当社に対し

て清算約定（自己分）の承継の申込みをする場

合には、あらかじめ、承継清算参加者に対して

当該承継の申込みをし、当該承継清算参加者の

承諾を得るものとする。 

 

３ 承継清算参加者は、前項に規定する清算約定

（自己分）の承継の承諾をし、かつ当該清算約

定（自己分）の当事者である清算参加者（以下

本条及び次条において「申込清算参加者」とい

う。）から当該承継に係る申込書の交付を受け

た場合には、承継を希望する日の午後１時まで
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に、当社に対して、当該承継申込書（申込清算

参加者及び承継清算参加者が承継に合意するこ

とが記載されていることを要する。）を提出し

なければならない。 

  

（清算約定（自己分）の承継の成立）  

第５３条の４ 当社は、前条の規定により行われ

た承継の申込みを受領した場合には、承継日（第

４項第１号に規定する承継日をいう。以下同

じ。）の午後４時において、申込清算参加者が

承継清算参加者への承継を希望する清算約定

（自己分）（以下「承継申込清算約定」という。）

の承継が行われたと仮定して債務負担時所要証

拠金を算出するとともに、当社の定めるところ

により期限前終了手数料及び承継時支払金額を

算出することとし、当該時点までに、申込清算

参加者及び承継清算参加者が当社に対して当該

債務負担時所要証拠金の額を預託していること

を確認し、承継後の当該申込清算参加者及び当

該承継清算参加者のポジション保有状況に問題

がないと認められるときは、当社は当該承継の

申込みを承諾することとする。 

（新設） 

２ 前条第１項に規定する承継申込清算約定の承

継は、前項に規定する当社が承諾を行った時点

において、申込清算参加者及び当社の間の承継

申込清算約定に係る権利義務（次項の規定によ

り当該清算約定（自己分）が終了する直前のも

の）と当社が定める条件が同一となる権利義務

を一括して承継清算参加者に承継させることと

する。 

 

３ 前２項の規定により承継申込清算約定の承継

が行われた場合には、承継申込清算約定は前項

に規定する権利義務の成立と同時に当然に終了

するとともに、承継申込清算約定に係る債権債

務は、当社が定めるものを除き、将来に向かっ

て消滅する。 
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４ 当社が前条の規定による承継の申込みを第１

項の規定に基づき承諾した場合、次に定めると

ころにより前項の規定により終了した承継申込

清算約定の決済及び承継が行われるものとす

る。 

 

（１） 当該承諾の日（以下当社が承継の申込

みを承諾する日を「承継日」という。）に、

当社及び承継清算参加者の間において、第２

項に定める権利義務が発生する。 

（２） 前号の規定により発生する権利義務は、

承継清算参加者の債務負担の申込みにより成

立した承継清算参加者と当社の間の清算約定

（自己分）に係る権利義務とみなす。 

（３） 当社、承継清算参加者及び申込清算参

加者は、前項の承継申込清算約定の終了及び

第１号の規定による権利義務の発生に伴い、

当社が定めるところにより、承継時支払金額、

期限前終了手数料及び変動証拠金の授受を行

う。 

 

５ 前項の規定により成立した承継清算参加者及

び当社の間の権利義務については、これを承継

清算参加者と当社の間の清算約定（自己分）と

みなして、本業務方法書等の規定を適用する。 

 

６ 前条及び本条の承継清算参加者と第５８条の

６及び第５８条の７の受託清算参加者が同一で

ある場合において、当該承継清算参加者は、前

条及び本条に規定する清算約定（自己分）の承

継と、第５８条の６及び第５８条の７に規定す

る受託清算参加者から清算委託者への清算約定

（自己分）の移管を同日に行うことができる。

この場合において、第１項に規定する債務負担

時所要証拠金の額その他必要な事項は当社がそ

の都度定める。 

 

  

（清算約定（委託分）の承継の成立） （清算約定（委託分）の承継の成立） 

第５８条の３ 当社は、前条の規定により行われ 第５８条の３ 当社は、前条の規定により行われ
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た承継の申込みを受領した場合には、承継日の

午後４時において、対象清算約定の承継が行わ

れたと仮定して債務負担時所要証拠金を算出す

るとともに、当社の定めるところにより期限前

終了手数料及び承継時支払金額を算出すること

とし、当該時点までに、当該承継清算参加者及

び承継元清算参加者が当社に対して当該債務負

担時所要証拠金の額（第４項第４号の規定によ

り承継清算参加者を代理人として当社に預託さ

れたものとみなされる当初証拠金を控除した額

とする。）を預託又は交付していることを確認

し、承継後の当該承継元清算参加者及び当該承

継清算参加者のポジション保有状況に問題がな

いと認められるときは、当社は当該承継の申込

みを承諾することとする。 

た承継の申込みを受領した場合には、承継日（第

４項第１号に規定する承継日をいう。以下同

じ。）の午後４時において、対象清算約定の承

継が行われたと仮定して債務負担時所要証拠金

を算出するとともに、当社の定めるところによ

り期限前終了手数料及び承継時支払金額を算出

することとし、当該時点までに、当該承継清算

参加者及び承継元清算参加者が当社に対して当

該債務負担時所要証拠金の額（第４項第４号の

規定により承継清算参加者を代理人として当社

に預託されたものとみなされる当初証拠金を控

除した額とする。）を預託又は交付しているこ

とを確認したときは、当社は当該承継の申込み

を承諾することとする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 当社が前条の規定による承継の申込みを第１

項の規定に基づき承諾した場合、次に定めると

ころにより前項の規定により終了した対象清算

約定の決済及び承継が行われるものとする。 

４ 当社が前条の規定による承継の申込みを第１

項の規定に基づき承諾した場合、次に定めると

ころにより前項の規定により終了した対象清算

約定の決済及び承継が行われるものとする。 

（１） 承継日に、当社、承継清算参加者及び

当該承諾に係る清算委託者の間において、第

２項各号の権利義務が発生する。 

 

 

（２）～（４） （略） 

（１） 当該承諾の日（以下当社が承継の申込

みを承諾する日を「承継日」という。）に、

当社、承継清算参加者及び当該承諾に係る清

算委託者の間において、第２項各号の権利義

務が発生する。 

（２）～（４） （略） 

５ 前項の規定により成立した当社及び承継清算

参加者間の権利義務については、これを清算約

定（委託分）とみなして、本業務方法書等の規

定を適用する。 

５ 第２項の規定により成立した当社及び承継清

算参加者間の権利義務については、これを清算

約定（委託分）とみなして、本業務方法書等の

規定を適用する。 

  

（清算委託者の清算委託取引の移管の申込み） （清算委託者の清算委託取引の移管の申込み） 

第５８条の４ 清算委託者（受託清算参加者と同

一の企業集団に含まれる者であり、清算受託契

約に規定する期限の利益喪失事由が発生してい

ない者であって、受託清算参加者に対して当該

第５８条の４ 清算委託者（受託清算参加者と同

一の企業集団に含まれる者であり、清算受託契

約に規定する期限の利益喪失事由が発生してい

ない者であって、受託清算参加者に対して当該
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清算委託者のために設定された委託取引口座に

記録されている外貨建清算約定に係る変動証拠

金等の預託又は支払いが完了している者に限

る。以下本条及び次条において「移管元清算委

託者」という。）は、受託清算参加者との間で

成立している清算委託取引の全部又は一部につ

いて、本条及び次条に規定するところにより、

受託清算参加者を同一とする他の清算委託者

（受託清算参加者と同一の企業集団に含まれる

者であり、移管元清算委託者以外の者に限る。

以下「移管先清算委託者」という。）又は当該

受託清算参加者に移管させることができる。 

清算委託者のために設定された委託取引口座に

記録されている外貨建清算約定に係る変動証拠

金等の預託又は支払いが完了している者に限

る。以下本条及び次条において「移管元清算委

託者」という。）は、受託清算参加者との間で

成立している清算委託取引の全部又は一部につ

いて、本条及び次条に規定するところにより、

受託清算参加者を同一とする他の清算委託者

（受託清算参加者と同一の企業集団に含まれる

者であり、移管元清算委託者以外の者に限る。

以下「移管先清算委託者」という。）又は当該

受託清算参加者に移管（移管元清算委託者及び

当該受託清算参加者の間の清算委託取引を次条

第４項の定めるところにより将来に向かって消

滅させること又は移管元清算委託者及び当該受

託清算参加者の間の清算委託取引を次条第４項

の定めるところにより将来に向かって消滅させ

ると同時に、移管先清算委託者及び当該受託清

算参加者の間に当該清算委託取引と同一内容の

新たな清算委託取引を成立させることをいう。

以下本条及び次条において同じ。）させること

ができる。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

（清算委託取引の移管の成立） （清算委託取引の成立） 

第５８条の５ （略） 第５８条の５ （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

６ 第４項前段の規定により消滅する清算委託取

引に係る清算約定（委託分）は、受託清算参加

者の清算約定（自己分）とみなすとともに、本

業務方法書等の規定を適用する。同項後段の規

定により発生する移管先清算委託者及び受託清

算参加者間の清算委託取引は、移管先清算委託

者の受託清算参加者に対する有価証券等清算取

次ぎの委託により成立した清算委託取引とみな

すとともに、同項後段の規定により消滅する清

６ 第４項の規定により発生する移管先清算委託

者及び受託清算参加者間の清算委託取引は、移

管先清算委託者の受託清算参加者に対する有価

証券等清算取次ぎの委託により成立した清算委

託取引とみなして、本業務方法書等の規定を適

用する。 
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算委託取引に係る清算約定（委託分）は、移管

先清算委託者の計算により成立する清算約定

（委託分）とみなして、本業務方法書等の規定

を適用する。 

  

（受託清算参加者の清算約定（自己分）の移管の

申込み） 

 

第５８条の６ 受託清算参加者は、当社との間で

成立している清算約定（自己分）の全部又は一

部について、本条及び次条に規定するところに

より、移管先清算委託者に移管させることがで

きる。 

（新設） 

２ 受託清算参加者は、前項の規定により当社に

対して清算約定（自己分）の移管の申込みをす

る場合には、あらかじめ、移管先清算委託者に

対して当該移管の申込みをし、当該移管先清算

委託者の承諾を得るものとする。 

 

３ 受託清算参加者は、前項に規定する清算約定

（自己分）の移管について移管先清算委託者の

承諾を得た場合には、移管を希望する日の午後

１時までに、当社に対して、当該申込書（受託

清算参加者及び移管先清算委託者が移管に合意

することが記載されていることを要する。）を

提出しなければならない。 

 

  

（受託清算参加者の清算約定（自己分）の移管の

成立） 

 

第５８条の７ 当社は、前条の規定により行われ

た移管の申込みを受領した場合には、当該移管

を希望する日の午後４時において、受託清算参

加者が移管先清算委託者への移管を希望する清

算約定（自己分）（以下「移管申込清算約定」

という。）の移管が行われたと仮定して債務負

担時所要証拠金を算出することとし、当該時点

までに、受託清算参加者が当社に対して当該債

務負担時所要証拠金の額（第３項の規定により

（新設） 
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移管先清算委託者が受託清算参加者を代理人と

して当社に預託されたものとみなされる当初証

拠金を控除した額とする。）を預託又は交付し

ていることを確認し、移管後の当該受託清算参

加者のポジション保有状況に問題がないと認め

られるときは、当社は当該移管の申込みを承諾

することとする。 

２ 清算約定（自己分）の移管は、前項の規定に

より移管の申込みを当社が承諾した時点で成立

するものとする。 

 

３ 前項の規定により移管申込清算約定の移管が

成立した場合には、第７６条の規定により受託

清算参加者が返還請求権を有する清算約定（自

己分）に係る当初証拠金（清算約定（自己分）

の全部について移管された場合であって、受託

清算参加者が当社に預託している当初証拠金と

して取り扱う旨の申請が行われたものを除く。）

は、移管先清算委託者が受託清算参加者を代理

人として当社に預託した当初証拠金とみなす。 

 

４ 第２項の規定により移管申込清算約定の移管

が成立した場合には、当該移管が成立した時点

において、移管先清算委託者及び受託清算参加

者間で、当該移管申込清算約定（当社が定める

債権債務を除く。）と同一の経済的効果を有す

る法律関係が発生するものとする。 

 

５ 移管申込清算約定の移管に伴う受託清算参加

者及び移管先清算委託者の間の債権債務の清算

は、これらの者の間において、その合意に従っ

て行う。 

 

６ 第４項の規定により発生する移管先清算委託

者及び受託清算参加者間の法律関係は、移管先

清算委託者の受託清算参加者に対する有価証券

等清算取次ぎの委託により成立した清算委託取

引とみなすとともに、受託清算参加者及び当社

の間の移管申込清算約定を当該清算委託取引の

取次ぎに基づき成立した受託清算参加者及び当
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社の間の清算約定（委託分）とみなして、本業

務方法書等の規定を適用する。 

７ 前条及び本条の受託清算参加者と第５３条の

３及び第５３条の４の承継清算参加者が同一で

ある場合において、受託清算参加者は、前条及

び本条に規定する清算約定（自己分）の移管と、

第５３条の３及び第５３条の４に規定する清算

参加者から他の清算参加者への清算約定（自己

分）の承継を同日に行うことができる。この場

合において、第１項に規定する債務負担時所要

証拠金の額その他必要な事項は当社がその都度

定める。 

 

  

  

付  則 

１ この改正規定は、平成２７年１０月１９日か

ら施行する。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、改正後の第２条第

１項第１号及び第１号の２、第５３条の４第６

項、第５８条の４、第５８条の６並びに第５８

条の７の規定は、当社が定める日から施行する。 

 

 



 

 1 

金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（清算約定（自己分）の承継時に授受する金銭等

に関する事項） 

 

第３０条の３ 業務方法書第５３条の４第１項に

規定する期限前終了手数料及び承継時支払金額

は、次に定めるところにより円貨建清算約定、

豪ドル建清算約定、米ドル建清算約定又はユー

ロ建清算約定ごとに算出するものとする。 

（１） 期限前終了手数料の額は、当該各清算

約定について当該終了の日までに当社から清

算参加者に預託すべき変動証拠金の差引累計

額（変動証拠金の総支払額から総受取額を控

除した額をいう。以下本条において同じ。）

に当該終了の日の翌当社営業日に授受すべき

変動証拠金に係る利息を加減した額と同額と

し、当該額が正数の場合には当社から清算参

加者に期限前終了手数料を支払い、当該額が

負数の場合には清算参加者から当社に期限前

終了手数料を支払うものとする。 

（２） 当社及び承継清算参加者は、承継申込

清算約定（業務方法書第５３条の４第１項に

規定する承継申込清算約定をいう。以下同

じ。）の終了日までに申込清算参加者（業務

方法書第５３条の３第１項に規定する申込清

算参加者をいう。以下同じ。）が当社に預託

した変動証拠金の差引累計額に当該終了の日

の翌当社営業日に授受すべき変動証拠金に係

る利息を加減した額と同額の承継時支払金額

を授受するものとする。この場合において、

当該額が正数の場合には当社から承継清算参

加者に承継時支払金額を支払い、当該額が負

数の場合には承継清算参加者から当社に承継

時支払金額を支払う。 

（新設） 



 

 2 

２ 当社、承継清算参加者及び申込清算参加者は、

業務方法書第５３条の４第４項第３号の規定に

従い、前項の規定により算出した承継時支払金

額及び期限前終了手数料を、承継申込清算約定

の終了の日の翌当社営業日に変動証拠金等と差

引計算して授受を行う。 

 

  

（清算約定（自己分）の承継により新たに発生す

る権利義務に関する事項） 

 

第３０条の４ 業務方法書第５３条の４第２項に

規定する当社が定める条件は、当社が通知又は

公示により定める。 

（新設） 

  

（清算約定（委託分）の承継により新たに発生す

る権利義務に関する事項） 

（承継により新たに発生する権利義務に関する事

項） 

第３５条の４ （略） 第３５条の４ （略） 

  

（承継又は移管が行われた場合の債権債務に関す

る事項） 

（承継又は移管が行われた場合の債権債務に関す

る事項） 

第３５条の４の２ 業務方法書第５３条の４第３

項、同第５８条の３第３項、同第５８条の５第

４項及び同第５８条の７第４項に規定する当社

が定める債権債務は、次の各号に掲げる区分に

応じて、同第５３条の４第１項、同第５８条の

３第１項、同第５８条の５第１項及び同第５８

条の７第１項に規定する債務負担時所要証拠金

の額が当社に対して預託又は交付されているこ

とを確認するときに既に発生している当該各号

に定める債権債務とする。 

第３５条の４の２ 業務方法書第５８条の３第３

項及び第５８条の５第４項に規定する当社が定

める債権債務は、次の各号に掲げる区分に応じ

て、同第５８条の３第１項及び同第５８条の５

第１項に規定する債務負担時所要証拠金の額が

当社に対して預託又は交付されていることを確

認するときに既に発生している当該各号に定め

る債権債務とする。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

  

  

付  則 

１ この改正規定は、平成２７年１０月１９日（以

下「施行日」という。）から施行する。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、改正後の第３５条  
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の４の２及び様式第３号は、当社が定める日か

ら施行する。 

３ 施行日以降前項に定める日が到来するまでの

間の第３５条の４の２柱書の規定は、次のとお

り読み替えて適用する。 

「業務方法書第５３条の４第３項、同第５８条の

３第３項及び同第５８条の５第４項に規定する

当社が定める債権債務は、次の各号に掲げる区

分に応じて、同第５３条の４第１項、同第５８

条の３第１項及び同第５８条の５第１項に規定

する債務負担時所要証拠金の額が当社に対して

預託又は交付されていることを確認するときに

既に発生している当該各号に定める債権債務と

する。」 

 

  

  

様式第３号 清算受託契約の様式 様式第３号 清算受託契約の様式 

  

金利スワップ清算受託契約書 金利スワップ清算受託契約書 

  

（甲又は他の清算委託者への本清算委託取引の移

管） 

（甲又は他の清算委託者への本清算委託取引の移

管） 

第２８条の５ 乙は、業務方法書等の定めに従い、

本清算委託取引を甲又は他の清算委託者（以下

「移管先清算委託者」という。）に移管（本清

算委託取引及び当該本清算委託取引に基づく債

権債務（業務方法書等の定めるところにより債

務負担時所要証拠金の額がクリアリング機構に

対して預託又は交付されていることを確認する

ときに既に発生している当該本清算委託取引

（外貨建委託清算約定に関するものに限る。）

に基づく預託又は支払いが完了していない決済

金額に関する債権債務を除く。以下本項におい

て同じ。）を業務方法書等の定めるところによ

り将来に向かって消滅させること又は本清算委

託取引及び当該本清算委託取引に基づく債権債

第２８条の５ 乙は、業務方法書等の定めに従い、

本清算委託取引を甲又は他の清算委託者（以下

「移管先清算委託者」という。）に移管（本清

算委託取引及び当該本清算委託取引に基づく債

権債務（業務方法書等の定めるところにより債

務負担時所要証拠金の額がクリアリング機構に

対して預託又は交付されていることを確認する

ときに既に発生している当該本清算委託取引

（外貨建委託清算約定に関するものに限る。）

に基づく預託又は支払いが完了していない決済

金額に関する債権債務を除く。以下本項におい

て同じ。）を業務方法書等の定めるところによ

り将来に向かって消滅させること又は本清算委

託取引及び当該本清算委託取引に基づく債権債
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務を業務方法書等の定めるところにより将来に

向かって消滅させると同時に、甲に対して有価

証券等清算取次ぎの委託を行っている他の清算

委託者及び甲の間に当該本清算委託取引と同一

内容の新たな清算委託取引を成立させることを

いう。以下本条において同じ。）することがで

きる。 

務を業務方法書等の定めるところにより将来に

向かって消滅させると同時に、甲に対して有価

証券等清算取次ぎの委託を行っている他の清算

委託者及び甲の間に当該本清算委託取引と同一

内容の新たな清算委託取引を成立させることを

いう。以下本条及び次条において同じ。）する

ことができる。 

２ （略） ２ （略） 

  

（他の清算委託者からの清算委託取引の移管） （他の清算委託者からの清算委託取引の移管） 

第２８条の６ 乙は、業務方法書等の定めに従い、

甲に対して有価証券等清算取次ぎを行っている

他の清算委託者（以下「移管元清算委託者」と

いう。）から移管元清算委託者と甲との間の法

律関係（清算委託取引と同様の法律関係に限る。

以下「移管対象清算委託取引」という。）の移

管（甲に対して有価証券等清算取次ぎを行って

いる他の清算委託者と甲との間の法律関係（業

務方法書等の定めるところにより債務負担時所

要証拠金の額がクリアリング機構に対して預託

又は交付されていることを確認するときに既に

発生している当該他の清算委託者の計算により

成立している甲を当事者とする清算約定（委託

分）（外貨建清算約定に限る。）に基づく預託

又は支払いが完了していない決済金額に関する

債権債務を除く。）を業務方法書等の定めると

ころにより将来に向かって消滅させると同時

に、乙及び甲の間に当該法律関係と同一内容の

新たな法律関係を成立させることをいう。以下

本条において同じ。）を受けることができる。 

第２８条の６ 乙は、業務方法書等の定めに従い、

甲に対して有価証券等清算取次ぎを行っている

他の清算委託者（以下「移管元清算委託者」と

いう。）から移管元清算委託者と甲との間の法

律関係（清算委託取引と同様の法律関係に限る。

以下「移管対象清算委託取引」という。）の移

管を受けることができる。 

２ （略） ２ （略） 

  

（甲からの清算約定の移管）  

第２８条の６の２ 甲は、業務方法書等の定めに

従い、甲とクリアリング機構との間の清算約定

（甲の計算により成立している清算約定に限

（新設） 
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る。）を乙に移管（甲の計算により成立してい

る清算約定（業務方法書等の定めるところによ

り債務負担時所要証拠金の額がクリアリング機

構に対して預託又は交付されていることを確認

するときに既に発生している当該清算約定（外

貨建清算約定に関するものに限る。）に基づく

預託又は支払いが完了していない決済金額に関

する債権債務を除く。）と同一の経済効果を有

する新たな法律関係を甲及び乙の間に成立さ

せ、当該清算約定を乙の有価証券等清算取次ぎ

の委託に基づき成立した甲とクリアリング機構

の間の委託清算約定とみなすことをいう。以下

本条において同じ。）することができる。 

２ 甲は、乙に清算約定の移管を行おうとする場

合には、あらかじめ乙との間で、当該移管に伴

う乙及び甲の間の債権債務の清算その他必要事

項に関し、合意しておかなければならない。 
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